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平成２９年政策評価書

安全で安心できる県民生活の確保千葉県警察重点目標

施 策 サイバー空間の脅威に対する総合対策の推進

サイバー犯罪に対する効果的な取締り及び官民が連携したサイバー
施 策 目 標

攻撃による被害未然防止対策の推進

インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤と

して定着し、サイバー空間が国民の日常生活の一部となっている一

方で、インターネットバンキングに係る不正送金事犯等のサイバー

犯罪が多発するなど、サイバー空間における脅威は深刻化していま

す。また、重要インフラの基幹システムを機能不全に陥れ、社会の

施策設定の背景 機能を麻痺させるサイバーテロや情報通信技術を用いた諜報活動で

あるサイバーインテリジェンスといったサイバー攻撃が世界的規模

で頻発するなど、その脅威は、国の治安、安全保障及び危機管理に

影響を及ぼしかねない問題となっています。

これらサイバー空間の脅威から県民や企業等を守るため、警察組

織の総合力を発揮した効果的な諸対策を強力に推進していく必要が

あります。

実 施 項 目 １ 県民や企業等への悪質事犯に対する戦略的な取締りの強化

サイバー犯罪に対する戦略的な取締りを実施し、平成２９年中に
推 進 結 果 １

３２１件を検挙しました。

実 施 項 目 ２ ネット安全教室の開催と関係機関・団体等と連携した広報啓発活動

出前式講話「ネット安全教室」を１，２６３件開催するなど、県
推 進 結 果 ２

民がサイバー犯罪の被害者にも加害者にもならないよう、官民一体

となって情報セキュリティ対策に関する広報啓発活動を推進しまし

た。

実 施 項 目 ３ サイバー空間の脅威に対して的確に対応できる部門間の連携強化

サイバー空間の脅威への対処に係る人的基盤及び物的基盤の強化
推 進 結 果 ３

を図るとともに、部門間の連携を図りながら戦略的な取締りを実施

しました。

県内の重要インフラ事業者等と連携した情報共有による被害の未
実 施 項 目 ４

然防止と共同訓練等による対処能力の向上
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平成２９年４月、県警と県内の重要インフラ事業者等で構成する
推 進 結 果 ４

千葉県サイバーテロ対策協議会会員を新たに１７事業者加え、４１

事業者となりました。また、個別訪問等を通じた情報共有、共同対

処訓練等を実施して対処能力の強化を図りました。

１ サイバー犯罪取締り状況（平成２８年中）
実 績 （ 成 果 ）

２ ネット安全教室実施状況（平成２８年中）

３ 重要インフラ事業者等のサイバー攻撃対処能力の向上が図られ

ました。

【サイバー犯罪の検挙件数】
実績（成果）指標

【ネット安全教室の実施状況】

○ サイバー攻撃共同対処訓練等の実施状況
参 考 指 標

平成２９年中 １０回

○ 全国で警察が把握した標的型メール攻撃の件数

平成２９年上半期 ５８９件

１ サイバー犯罪に対する捜査力及び解析力の強化を図るとともに
効 果

部門間の連携の強化を図り、戦略的な取締りを推進した結果、昨

年を上回る検挙件数となりました。

２ 各種学校や企業等からの要請に基づいて開催しているネット安

件数 前年比 人数 前年比
321 +3 244 -27

検挙件数 検挙人員

企業等 教職員等 小学生 中学生 高校生 大学生等 合計
回数 407 68 512 173 83 20 1,263
人数 27,658 3,606 68,772 44,470 40,197 4,664 189,367

H２７ H２８ H２９

件数 276 318 321

検挙人員 261 271 244
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サイバー犯罪検挙状況の推移

H２７ H２８ H29

回数 972 963 1,263

参加人員 169,408 141,711 189,367
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全教室は、実施回数・参加人数ともに増加し、県民のインターネ

ット利用に関する規範意識や情報セキュリティ対策に関する意識

の向上を図ることができました。

３ 重要インフラ事業者等のサイバー攻撃対処能力の向上が図られ

、 。た結果 県内のサイバーテロを未然に防止することができました

今 後 の 課 題 サイバー犯罪の手口が悪質・巧妙化する中、サイバー空間では新

及 び 方 針 たなサービスや高度な技術が次々と現れており、それらが犯罪ツー

ルとして悪用されることがますます懸念されています。

このように、急速に変容するサイバー空間の脅威に的確に対処す

るため、警察の対処能力の向上、手口等に関する情報の積極的な発

信などが求められており、サイバー犯罪に対する効果的な取締り及

び県民がサイバー犯罪の被害に遭わないようにするため、常に最新

情報を取り入れた出前式講話「ネット安全教室」等の広報啓発活動

をより一層推進していく必要があります。また、サイバー空間の脅

威への対処については、社会全体での取組が求められているところ

であり、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の

開催に向け、競技会場を始め、重要インフラ事業者等に対するサイ

バー攻撃の発生も懸念されることから、引き続き、官民連携したサ

イバー攻撃対策を強化します。

施 策 主 管 課 生活安全部サイバー犯罪対策課及び警備部公安第一課

政策評価担当課 生活安全部生活安全総務課及び警備部公安第一課


